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京都大学大学院エネルギー科学研究科
外部評価委員会

平成２５年７月３０日

1

研究科の沿革、特色、
６年間の歩みなど

研究科長： 宅田 裕彦

2

研究科の沿革

【背景】
・工学分野において、一方では専門分化を強めながら、他方では学際的・
総合的な研究を進めることが必要という動向に対応するため、学部・研究
科の枠を超えた独立研究科の設置が必要となる。
・エネルギー問題、地球環境問題を解決するため、平成8年にエネルギー

科学研究科が発足

【構成】

４専攻（エネルギー社会・環境科学、エネルギー基礎科学、
エネルギー変換科学、エネルギー応用科学）

基幹講座２２分野、協力講座１７分野
協力講座：エネルギー理工学研究所(全１２分野）、

原子炉実験所(４分野）、人間・環境学研究科(１分野）

3

【目的】
・多くが工学分野から成っているが、理学、農学、さらにはエネルギー・環
境問題は、政治、経済とも深く関わっているため、人文・社会分野も含め
て、多岐にわたる学問分野が結集している。「インターファカルティカルな
教育研究組織」によるエネルギー問題の克服が研究科全体の目標

・また、環境に優しいエネルギーシステムの基礎学理の究明と技術的開
発を行うとともに、各種エネルギーシステムの環境調和性や社会的受容
性について評価し、環境に調和したエネルギーシステムの構築を目的と
する

・教育面では、広い視野からエネルギー・環境問題に対応できる人材、国
際社会ならびに地域社会のニーズを的確に把握し国際的に通用する人
材を養成

・本研究科の理念は、エネルギー持続型社会形成を目指して、理工系に
人文社会系の視点を取り込みつつ学際領域としてエネルギー科学の学
理の確立をはかる

4

「ミッションの再定義」のために提出した資料から
（平成２４年１１月提出、一部修正）（p. 5 ～ 10）

・分野の特色や優位性がわかる資料
自己点検・評価報告書
エネルギー科学研究科は、自然科学から人文社会科学を包含し、化石

燃料および原子力から再生可能エネルギーまでの、エネルギー科学の
それぞれの専門を修得するとともに、エネルギー問題全体を俯瞰し、グロ
ーバルな視点でエネルギーシステムを計画できる国際的な人材を養成し
ている。
以上のようなことから、本研究科では国際化には特に力を注いでおり、

平成14年度から設置の博士後期課程における英語による特別コースに
加え、平成22年度より修士課程にもG30の一環として英語コース「国際エ

ネルギー科学コース」を設けるなどして、多くの留学生を受入れ（現在の
留学生比率１６％）ている。また、研究者の交流や種々の国際シンポジウ
ムの開催を通じて国際交流を図っている。国際交流の詳細データについ
ては、平成21年度自己点検評価報告書（第5章3節、国際交流p.46から）
、平成22年度自己点検評価報告書（同、p.34から）、平成23年度自己点
検評価報告書（同、p.38から）を参照いただきたい。

5

エネルギー科学カリキュラムの普及など

米国エネルギー研究教育リーダー協議会（CEREL）に米国外で唯一参画
している他に、平成23年度にユネスコアジアの支援によりベトナムにおい

てカリキュラム開発を行い、ベトナム語によるエネルギー科学入門講座を
ベトナムの教育者と共同で開発した。平成24年度はラオスにおいて同様の
講座を構築する予定である。また、平成25年3月より開始のJICAの支援プ
ログラムであるAUN/SEED-Netにおいてエネルギー分野の拠点校になる
予定であり、ASEAN地域の活性化にも貢献している。

また、教育・研究を通じての社会への貢献以外には、毎年公開講座を開
催し、一般市民に無料で最新の研究をわかりやすく紹介している他、大震
災後すぐに、平成23年5月には、東日本大震災対応緊急公開シンポジウム

「将来のエネルギーについて考えよう－安全安心な社会を目指して－」を
開催した。

6
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・京都大学グローバルCOEプログラム

本研究科は現在進行中のものも含め二度にわたりCOEに選ばれてい
る。平成14年度からの5年間は21世紀COE「環境調和型エネルギーの

研究教育拠点形成」プログラムを推進し、「太陽光エネルギー」、「水素
エネルギー」、「バイオエネルギー」および「エネルギー評価」において大
きな研究成果をあげるとともに、和文・英文テキストの作成などを通じて
エネルギー科学の教育カリキュラムを整備した。
平成20年度に採択され現在進行中のグローバルCOEプログラム「地

球温暖化時代のエネルギー科学拠点－CO2ゼロエミッションを目指して

－」では、工学研究科原子核工学専攻と本研究科の協力講座でもある
エネルギー理工学研究所および原子炉実験所との共同で、博士後期
課程学生の教育および研究支援を中心に広範な活動を進めている。グ
ローバルCOEの活動の詳細については、「活動報告書（平成20年度～
24年度）」を参照いただきたい。

7

・再生可能エネルギー技術および低炭素化技術に関する研究費獲得状況

本研究科が獲得している科学研究費補助金、受託研究、共同研究および
寄附金の外部資金の合計額は、平成21年度245,282千円、平成22年度
378,990千円、平成23年度506,711千円と大幅に増加しており、社会からの

本研究科の研究に対する評価および期待が高い。とりわけ、「再生可能エ
ネルギー技術」および「低炭素化技術」分野での獲得は資料のように非常
に顕著である。

・学内他部局又は他大学等と連携した教育体制の構築や特色ある教育プ
ログラムがわかる資料

京都大学環境マネジメント人材育成国際拠点「環境マネジメントリーダー
プログラム」
上記記載の、工学研究科原子工学専攻、エネルギー理工学研究所およ

び原子炉実験所との連携によるグローバルCOEプログラム「地球温暖化時
代のエネルギー科学拠点－CO2ゼロエミッションを目指して－」以外にも、平
成20年度より採択された、「環境メネジメントリーダープログラム」において、

地球環境学堂・学舎および工学研究科と連携して特色ある教育プログラム
を行っている。

8

事業名 役職 氏名 タイトル

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
「太陽エネルギー技術開発研究開発　太陽光発電システム次世
代高性能技術の開発極限シリコン結晶太陽電池の研究開発」

教授 中嶋一雄
浮遊キャスト成長法による高品質Si多結晶インゴッ
ト結晶成長技術

H22年度 ～ 24年度

独立行政法人科学技術振興機構
「科学技術戦略推進費補助金」（国際共同研究の推進）

教授 石原慶一
タイにおける低炭素排出型エネルギー技術戦略シ
ナリオ研究

H21年度 ～ 23年度

独立行政法人科学技術振興機構
戦略的創造研究推進事業「先端的低炭素化技術開発」

教授 坂　志朗
酢酸発酵によるリグノセルロースからの髙効率エタ
ノール生産

H22年度 ～ 23年度

独立行政法人科学技術振興機構
戦略的創造研究推進事業「先端的低炭素化技術開発」

教授 白井康之
新しいエネルギーインフラのための液体水素冷却
超電導機器に関する研究

H22年度 ～ 23年度

独立行政法人科学技術振興機構
戦略的創造研究推進事業「先端的低炭素化技術開発」

教授 萩原理加
中低温イオン液体を用いた非リチウム革新二次電
池の開発

H23年度

独立行政法人科学技術振興機構
戦略的創造研究推進事業「先端的低炭素化技術開発」

准教授 土井俊哉 地球大の無ロス配電用超低コスト高温超伝導線材 H23年度

独立行政法人科学技術振興機構
「戦略的創造研究推進事業チーム型研究（CREST)」

准教授 野平俊之
溶融塩電解還元および化学還元を利用した高純
度シリコン材料の創製

H23年度

科学研究費補助金（新学術領域） 教授 東野　達
社会経済活動のグローバル化を考慮したエアロゾ
ル排出源と影響の評価

H23年度

科学研究費補助金（基盤研究A） 准教授 野平俊之 太陽電池用シリコン製造法のイノベーション H23年度

科学研究費補助金（基盤研究B） 教授 馬渕　守
その場観察と計算科学を駆使したナノポーラス金
属の孔径制御ダイナミクス解明

H23年度

科学研究費補助金（基盤研究B） 教授 前川　孝
高速電子テイルのピッチ角制御によるＥＣＨ方式プ
ラズマ電流立上げの改善

H23年度

科学研究費補助金（若手研究A） 特定助教 森下浩平
共有結合性半導体バルク単結晶における一次再
結晶過程の解明

H23年度

10,270,000

14,820,000

15,990,000

16,250,000

13,520,000

15,015,000

（単位：円）

71,500,000

31,850,000

54,600,000

49,400,000

52,481,091

表1  再生可能エネルギー技術および低炭素化技術に関する研究費獲得状況

136,000,000

総額事業年度

9

Steel Research International
2006 Best Paper Award（最優秀
論文賞）

H19年6月 “Utilization of Waste Wood for Production on
Iron, Carbon Monoxide and Hydrogen without
Generating Carbon Dioxide”, Steel Research
International, 2006, vol.77, No.11, pp.774-784

非平衡相と環境技術に関する研究に対する
表彰

松 本 英 治 日本ＡＥＭ学会功績賞 H20年11月 電磁気材料のモデル化と非破壊評価技術の
開発

星 出 敏 彦 平成17年度日本材料学会学術
貢献賞

H18年5月 材料強度学における研究業績ならびに学会
活動への貢献

長 谷 川 将 克

確率過程論モデルによるディーゼル噴霧の
着火課程の予測

坂 志 朗 平成20年度日本エネルギー学
会賞(学術部門）

平 藤 哲 司 （社）日本金属学会功績賞 H16年3月 材料化学部門

石 原 慶 一 日本鉄鋼協会西山記念賞 H17年3月

H21年2月 超臨界流体によるバイオ燃料の先駆的研究

H１4-23年度の１０年間で主なものを１０件。

受 賞 者 氏 名 賞 名 受 賞 年 月 受 賞 対 象 と な っ た の 研 究 課 題 名

塩 路 昌 宏 日本機械学会賞（論文賞） H15年4月

馬 渕 守 日本金属学会学術功労賞 H22年3月 特になし

野 平 俊 之 科学技術分野の文部科学大臣
表彰若手科学者賞

H21年4月 溶融塩系における新規なシリコンの電気化
学反応の研究

萩 原 理 加 電気化学会学術賞 H22年3月 高機能イオン液体の開発と応用に関する研
究

 受賞状況

10

６年間の主な歩み

平成１９年度：外部評価の実施
平成２０年度：グローバルCOEプログラム「地球温暖化時代のエネルギー

科学拠点－CO2ゼロエミッションを目指して－」 採択

京都大学環境マネジメント人材育成国際拠点「環境マネジ
メントリーダープログラム」 採択
「国費外国人留学生の（研究留学生）優先配置を行う特別
プログラム」 採択

平成２１年度：学生定員の変更（定員充足率の適正化）
修士１０９名→１３０名、 博士４９名→３５名

工学部１号館（南側）、６号館（東側）、宇治キャンパス本館の
耐震補強工事（吉田キャンパスへの移転、集約化）
「国際化拠点整備事業（グローバル３０）」採択
（アドミッション・）カリキュラム・ディプロマポリシーの制定
第２期中期目標中期計画の作成

平成２２年度：寄附講座「太陽電池シリコン結晶科学」開設
平成２３年度：工学部８号館耐震補強工事
平成２４年度：事務の８号館１階への集約

大学の世界展開力強化事業 採択
（リーディング大学院 不採択）
（国費外国人留学生の優先配置を行うプログラム 不採択）

11

第１期中期目標中期計画（平成１６年度～２１年度）
（平成１９年７月の外部評価委員会で示されたもの）

中期計画の重要事項 進捗・達成状況

専門職大学院の設立 H18年度に「学際的エネルギー科学研究者養成プログ

ラム」の「実務コース」として、カリキュラム上で実現

自己点検・評価活動
外部評価の実施

H16年以降毎年実施
H19年に実施

アドミッション・ポリシーの策定 H19年度に改定。大学のホームページに掲載。

先端エネルギー科学研究教育
センターの設立

H17年度に研究科内措置として設置

連携講座・寄附講座等の設置 現有の客員講座を利用して、H17年度に産官学連携講

座を設置。 連携講座の設置を検討中

研究室等の吉田地区への集結、
新校舎の新営

工学研究科の桂地区移転後の工学部1、6号館の耐
震・改修工事をH20年度の概算要求中、宇治地区から

の移転計画を作成。

大学院教育の充実と改革 「魅力ある大学院教育」イニシアティブに採択（H17－
18）
H19から外国人留学生特別コースが新規・継続 12
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本研究科の第一期中期目標期間評価結果
（文部科学省（国立大学法人評価委員会））

教育
教育の実施体制：期待される水準にある
教育内容：期待される水準を上回る
教育方法：期待される水準にある
学業の成果：期待される水準にある
進路・就職の状況：期待される水準にある

質の向上度：大きく改善している、または、高い質（水準）を維持している

研究
研究活動の状況：期待される水準を上回る

質の向上度：大きく改善している、または、高い質（水準）を維持している

13

第１期と２期での中期目標中期計画の主な変更点

第１期 部局からの積み上げ方式
（結果として莫大な項目と作業、評価疲れ）

第２期 大学として中期目標中期計画を設定
部局はそれに沿って目標計画を設定

項目の削減、評価の簡素化

主な項目：入学者の確保、教育プログラム（全学共通科目、シラバス、
FDなど）、学生支援、国際化、外部資金の獲得、事務の

効率化（経費削減）、安全対策、・・・

（部局ごとの外部評価の必要性？）

14

表 平成 24 年度エネルギー科学研究科定員現員表 
(平成 25 年 3 月 31 日現在) 

教職員の別 職 区 分 定員 現員 
基 幹 23 20 

教 授 
協 力 16 17 
基 幹 22 15 

准教授 
協 力 15 14 
基 幹 1 0 

講 師 
協 力 0 1 
基 幹 15 15 

助 教 
協 力 17 12 
基 幹 61 50 

教  員 

計 
協 力 48 44 

技術職員 3  3＊ 
定員内 8  9＊ 一般職 

事務系 
非常勤 23 

＊再雇用職員（技術職員 1 名、事務系 1 名）を含む 
 

 教員については，上表の定員内の教員以外に，任期付きの特定教員として，グロー

バル COE で助教２名，寄附講座に教授１名，助教 1 名，グローバル３０で教授１名，

准教授１名，その他プロジェクト関係で助教 2 名が在籍している． 15

運営体制

研究科長

副研究科長

研究科会議

専攻長会議

（各専攻）

（基幹講座教授，協
力講座教授，研究指
導を委嘱した教授）

（基幹講座教授）

教授会

（研究科長，評議員，専攻長）

専攻会議・教室会議

研究科委員会

制規委員会
入試委員会
基盤整備委員会
教育研究委員会
国際交流委員会
財政委員会
将来構想委員会
広報委員会
兼業審査委員会
外部資金等受入審査委員会
人権委員会
自己点検・評価委員会
情報セキュリティ委員会
附属先端エネルギー科学研究

教育センター運営委員会
放射線障害防止委員会
寄附講座運営委員会
安全衛生委員会

16

エネルギー社会・環境科学専攻

基幹講座 エネルギー社会工学

エネルギー経済

エネルギーエコシステム学

エネルギー情報学

エネルギー環境学

協力講座 エネルギー政策学

エネルギー社会教育

エネルギーコミュニケーション論

寄付講座 太陽電池シリコン結晶科学（H22～H25年度）

研究活動

エネルギー問題を社会的、政治的、経済的、生体環境的
側面から 総合的に分析・評価し、 理想的なエネルギー

システムの構築を目指す。

エネルギー問題を社会的、政治的、経済的、生体環境的
側面から 総合的に分析・評価し、 理想的なエネルギー

システムの構築を目指す。

専攻長：下田

17

エネルギー社会工学分野

エネルギー・資源の有効利用方法と評価方法の工学的体系化

• メカノケミストリによる機能性材料

• 新規材料プロセスの開発

• ワイドバンドギャップ光触媒半導体

• 酸化物炭化物材料の高機能化

• 都市鉱山の資源評価

• 資源・材料の社会的価値評価指標

• エネルギー環境教育
など

地球規模のエネルギー問題解決には
国際的、技術的、社会的な視野に立って
考える必要がある。

教授 石原慶一、准教授 奥村英之、助教 山末英嗣

18
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エネルギー
システム学

新しいエネルギー需給
システムの分析

生活、エネルギー、地
域経済の関係評価

中・長期エネルギー
需給のモデル分析

エネルギー・環境
技術評価

エネルギー需給システム
の分析、計画、制度設計

自律分散システムの
制度設計

エネルギー経済分野

望ましいエネルギー需給システム実現のための制度設計

教授 手塚哲央

マクロとミ
クロの視

点

技術と人間
社会の考慮

エビの
養殖池

京都の
間伐材 19

エネルギーエコシステム学分野

木質バイオマスの超臨界流体や熱分解による効率的バイオ燃料、
有用ケミカルスへの化学変換

バイオ燃料、有用ケミカルスへのバイオ
リファイナリー技術の確立

教授 坂志朗、准教授 河本晴雄、助教 南 英治

• 水熱反応によるバイオエタ
ノール・有用ケミカルスへ
の化学変換

• 超臨界アルコールやフェ
ノール類による液体バイオ
燃料の創製

• 油脂類からのバイオディー
ゼル燃料の創製

• 熱分解によるバイオ燃料・
有用ケミカルス

20

エネルギー情報学分野 教授 下田 宏、助教 石井裕剛

情報通信技術による新しいエネルギー社会システムの創出

• 拡張現実感によるエネルギー
システム現場作業支援

• 環境配慮行動促進手法

• オフィスのエネルギー消費と
知的生産性評価

• 個人を対象とした二酸化炭素
排出許容枠制度
など

拡張現実感技術を活用した
プラント解体支援システム

21

エネルギー環境学分野

エネルギー、人間活動の大気環境・健康影響と
内包環境負荷・影響評価法の確立

• バイオマス燃焼エアロゾル
（PM2.5）性状特性

• エアロゾル中有害有機化合物
の大気内動態と健康影響解明

• エアロゾルの光学特性と放射
影響評価

• 化学輸送、運命予測モデルに
よる大気汚染物質の環境影響
評価

• 産業連関表に基づく環境負荷
物質の内包排出原単位と排出
構造

• エネルギーシステムの環境
負荷影響評価法
など

大気エアロゾル環境影響計測システム

教授 東野 達、准教授 亀田貴之、助教 山本浩平

22

研究成果（平成19～24年度、基幹講座・寄付講座のみの件数）

年 度 原著論文
国際会議

論文
総説論文 著 書 受 賞 特 許

H19 29 28 8 9 1 4
H20 20 62 14 9 6 4
H21 28 45 17 3 4 3
H22 53 62 16 24 7 5
H23 48 33 11 15 4 5
H24 48 54 11 4 10 2

研究活動 エネルギー社会・環境科学専攻

※研究活動の詳細は、平成24年度自己点検評価報告書P.30～31を参照のこと

23

エネルギー基礎科学専攻

講座 分野

エネルギー反応学
エネルギー化学
量子エネルギープロセス
機能固体化学

エネルギー物理学
プラズマ・核融合基礎学
電磁エネルギー学
プラズマ物性物理学

基礎プラズマ化学
核融合エネルギー制御
高温プラズマ物性

エネルギー物質科学

界面エネルギープロセス
エネルギーナノ工学
エネルギー生物機能化学
生体エネルギー科学

核エネルギー学
中性子基礎化学
極限熱輸送

24
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新型ナトリウム二次電池

分子・原子レベルでのエネルギー化学

エネルギー変換，貯蔵，利用に関わる物質，材料，デバイスや

システムに関する基礎から応用までの幅広い研究

太陽光発電用シリコン

・リチウム二次電池
・電気化学キャパシタ
・燃料電池など

イオン液体

溶融塩

物理化学

無機化学

電気化学

48kWh電池

車載用

車輌用

NAS
新型Na電池

定置用
①インフラ用

9kWh電池

②家庭用

シリカペレット

陽極

シリコン

陰極

溶融CaCl2

エネルギー化学分野 教授 萩原理加、准教授 野平俊之、助教 松本一彦

25

量子エネルギープロセス分野
量子化された状態を巧みに利用するエネルギー変換材料の開発

S

OO

n

PEDOT

S OO

O-

m

PSS

TiO2 ナノファイバー

ZnO ナノロッドアレイ

ポルフィリンフラーレンナ
ノアッセンブリー

光触媒水素発生効率
2.5 mmol H2 h-1 g-1

有機太陽電池
変換効率8%

Appl. Phys. Lett. 2008, 93, 
033310

ACS Appl. Mater. Interfaces,
2009, 1, 1140

J. Phys. Chem. C, 2011, 115, 23809; 
Phys. Chem. Chem. Phys., 2013, 15, 
9516

Chem. Commun., 
2010, 7208; 
Chem. A. Eur. J., 
2011, 17, 11628; 
Chem. Commun., 
2013, 49, 3670 

SrTiO3 ナノ

ファイバー

26

エネルギー基礎科学専攻
機能固体化学分野

教授：八尾 健、 准教授：高井茂臣、 助教：薮塚武史

機能性セラミックス結晶の構造解析と設計

リチウムイオン二次電池電極材料の開発

固体酸化物形燃料電池材料の開発

環境調和生命適合材料の開発

リチウムの結晶内拡散挙動

アパタイトマイクロカプセルの開発と
ドラッグデリバリー、遺伝子挿入へ

の応用

27

プラズマ・核融合基礎学分野 岸本研究室

エネルギー・物質科学の革新を目指したエネルギー・物質科学の革新を目指した
理論・シミュレーションプラズマ物理の探求理論・シミュレーションプラズマ物理の探求

1. 超高温核融合プラズマに関する研究

3.高エネルギー密度科学に関する研究

・核融合実現の鍵を握
る乱流輸送を解析

・乱流から自己形成さ
れる層流（帯状流）や、
様々なスケールの乱流
間相互作用を利用した
輸送の制御を実現

・超高強度レーザーで
生成される高いエネ
ルギー密度状態のプ
ラズマ（相対論プラズ
マ）を解析

・医療応用のための
高エネルギー粒子線
発生メカニズムを解明

4. 「プラズマ相転移」に関する研究

2. 磁気リコネクション現象に関する研究

・核融合プラズマや天体
プラズマで幾何学的な
変化をもたらす磁気リコ
ネクション現象を解析

・突発的な発生メカニズ
ム(構造駆動型非線形
不安定性）を解明

[NASA]

生体
高分子 ・中性媒質から複雑な原子過程を通してプラズマが

生成される過程を「プラズマ相転移」と定義

・放電現象をその実例として、誘発メカ二ズムを解明

レーザー駆動型
放射線治療装置のイメージ図

乱流と層流の空
間構造(上)と非局
所的な熱輸送(右)

[K. Miki et al., Phys. Rev. Lett. 99, 145003 (2007)]
[M. Janvier et al., Phys. Rev. Lett. 107, 195001 (2011)]

[T. Nakamura et al., Phys. Rev. A 80, 053202 (2009)] [A. Sasaki et al., Phys. Rev. Lett. 105, 075004 (2010)]
28

電磁エネルギー学分野

人工太陽実現に必要となる超高温プラズマの複雑な物理特性の研究

エネルギー基礎科学専攻

磁場閉じ込め核融合炉実現に必要となる超高温プラズマの複雑な物理特
性を、プラズマ実験解析、プラズマ計測・診断、理論・コンピュータシミュ
レーションを用いて明らかにするとともに、新しい理論モデルの構築、およ
び先進的な磁場閉じ込め配位の最適化研究を総合的に進めている。

磁場閉じ込め核融合炉実現に必要となる超高温プラズマの複雑な物理特
性を、プラズマ実験解析、プラズマ計測・診断、理論・コンピュータシミュ
レーションを用いて明らかにするとともに、新しい理論モデルの構築、およ
び先進的な磁場閉じ込め配位の最適化研究を総合的に進めている。

現在はとくにトーラスプラズマの非軸対称性に重点

● トカマクにおける非軸対称性（トロイダルリップル、分岐平衡など）
● 時空間で多階層性を示すプラズマの統合シミュレーションコード開発
● 完全3次元非軸対称トーラスプラズマにおける自由境界MHD平衡の研究
● 非軸対称トーラスプラズマの高エネルギー粒子閉じ込めと新古典輸送

● トカマクにおける非軸対称性（トロイダルリップル、分岐平衡など）
● 時空間で多階層性を示すプラズマの統合シミュレーションコード開発
● 完全3次元非軸対称トーラスプラズマにおける自由境界MHD平衡の研究
● 非軸対称トーラスプラズマの高エネルギー粒子閉じ込めと新古典輸送

ITERトカマクの三次元MHD平衡に対する
トロイダル磁場リップルとフェライト鋼の影響 29

プラズマ物性物理学分野
低アスペクト比マイクロ波トカマク概念の実証

国際熱核融合実験炉ITER（2019年運転開始）に平行して商業発電炉につながる先進

的な実証炉の開発が必要。低アスペクト比方式が有力だが、プラズマの無誘導起動が

不可欠である。小型の低アスペクト比トカマク装置においてマイクロ波による無誘導起

動を実証（下図）。現在、大型装置での実証を目指し、モデリングと韓国KSTARトカマク

での共同実験を推進中。

外部コイルに
よる螺旋状磁
力線

マイクロ波

IT IV
マイクロ波

IT IV
トロイダル電
流が生じて
磁力線が閉じ
る

20kA

最初マイクロ波
により螺旋状
磁力線に沿っ
てプラズマが発
生

やがてトロイダ
ル電流が生じ、
閉磁場が形成
されプラズマが
閉じ込められる

30
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年度
原著論
文

国際会議
論文

総説論文 著 書 受 賞 特 許

H19 37 5 8 2 5 6

H20 30 35 6 0 4 8

H21 32 8 3 0 6 7

H22 38 9 2 2 2 10

H23 30 24 5 0 4 10

H24 29 11 6 4 6 9

研究活動
エネルギー基礎科学専攻

研究成果（平成19年～24年、基幹講座のみの件数）

31

研究活動 エネルギー変換科学専攻

エネルギー変換 利用

【講座・分野】

・エネルギー変換システム講座

熱エネルギー変換分野，変換システム分野

・エネルギー機能設計学講座

エネルギー材料設計分野，機能システム設計分野

・エネルギー機能変換講座（協力講座）

高度エネルギー変換分野，高品位エネルギー変換分野，エネルギー
機能変換材料分野

 エネルギー変換の高効率化

 在来エネルギー資源の長寿命化

 新エネルギー変換法の実用化

 次世代燃料の活用や環境との調和, など

目
的

＝

32

熱エネルギー変換分野

変換システム分野

熱機関およびこれを中心とする動力システムの高効率
化と環境影響の低減
・エンジン内燃焼・有害物質生成のモデリング
・高圧噴射，排気再循環，予混合圧縮自着火燃焼など
有害物質低減技術の研究
・天然ガス，水素など代替燃料の利用技術の研究

高圧縮比天然ガス機関

石山 拓二 教授 川那辺 洋 准教授 堀部 直人 助教

塩路 昌宏 教授

変換システム構築の基礎となる熱流体の物理・化学過
程の解明とその制御
・流速・温度・濃度などレーザ応用流体計測技術の研究
・ガス流動と燃焼の数値流体力学シミュレーション
・気体噴流・液体噴霧の着火・燃焼過程の解析

燃料噴流のレーザ計測

動力システムの高効率化と環境インパクトの低減

エネルギー変換システムの最適設計と制御

33

エネルギー材料設計分野

機能システム設計分野

エネルギー変換用材料・機器の機能・変形・強度特性の
分析と，新機能創出材料の設計，機器設計への応用
・金属材料の二軸疲労に関する実験・解析
・セラミックス系材料，薄膜材料の静的・疲労強度の研究
・非弾性体の構成式モデリングと有限要素解析への適用
・高次勾配モデルの定式化とそれを用いた解析法の開発 疲労き裂成長解析と

シミュレーション

星出 敏彦 教授 今谷 勝次 准教授

松本 英治 教授(～H24)  木下 勝之 准教授 安部 正高 助教

機能材料や電磁材料の変形，破壊，ならびに非破壊評
価などに関する実験と理論解析
・機能材料、知的材料のモデル化とその応用
・電磁場や超音波を利用した欠陥，損傷の非破壊評価
・圧電・光歪・磁歪，形状記憶などを応用したアクチュ
エータ，センサ，知的複合材料の創製
・機能材料の材料特性推定手法，欠陥評価技術の開発

電磁超音波探触子，漏洩
磁束測定による欠陥評価

新機能創出型材料とエネルギー関連機器の設計

先進機能材料システムの設計と健全性の非破壊評価

34

高度エネルギー変換分野

先進ブランケット研究，プラズマ対向機器研究，水素製造・バイオマス転換プロセス
研究，放電型核融合中性子源の研究，エネルギーシステム評価

小西 哲之 教授 笠田 竜太 准教授 竹内 右人 助教

核融合炉のアセスメントと核融合エネルギー応用

協力講座

高品位エネルギー変換分野 長﨑 百伸 教授 増田 開 准教授 大島 慎介助教

電磁波・荷電粒子相互作用の高度・高精緻制御による高品位エネルギーの生成・変換・利用

エネルギー機能変換材料分野 木村 晃彦 教授 森下 和功 准教授

エネルギー材料の開発と物性基礎研究

プラズマ揺動現象の計測，高パワーミリ波による加熱・電流駆動システムの開発，超
小型核融合装置によるエネルギー粒子の発生と利用，自由電子レーザの制御

ナノスケール酸化物分散強化鋼の開発，ブランケット構造材料の開発，先進鉄鋼材料の
超臨界圧下、中性子照射下での材料挙動評価，材料挙動のマルチスケールモデリング

35

研究活動 エネルギー変換科学専攻

年度 原著論文
国際会議
論文

総説論文 著 書 受 賞
特 許

(出願中)

19 15 17 2 3 2 0

20 13 10 3 0 1 0

21 13 8 5 0 0 0

22 16 7 7 1 0 0

23 8 7 4 3 1 0

24 13 7 2 1 2 0

研究成果（平成19〜24年度/基幹講座のみ）
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エネルギー応用科学専攻

基幹講座

・エネルギー応用基礎学
・プロセスエネルギー学
・材料プロセス科学
・プロセス熱化学
・資源エネルギーシステム学
・資源エネルギープロセス学
・ミネラルプロセシング

協力講座

・機能エネルギー変換
・エネルギー材料物理
・光量子エネルギー学

★エネルギーの応用と利用に関する熱科学の基礎と応用
★エネルギーを有効に利用するための新プロセスと機器の開発、その基礎原理の解析
★エネルギー材料プロセシング
★エネルギーの開発に付随する諸現象の解明と探求
★これらに関連する基礎科学

研究活動 専攻長：土井

人類の持続的発展のための地球環境調和型プロセスの
展開とそれを支えるエネルギー応用科学の確立

人類の持続的発展のための地球環境調和型プロセスの
展開とそれを支えるエネルギー応用科学の確立

37

エネルギー応用基礎学 教授 土井俊哉、准教授 前田佳均

最先端エネルギー応用デバイスに関する研究

エネルギーの効率的利用および
自然エネルギー活用のための各
種高機能デバイスの実用化を目
指し，物質が本来持つ特性を
極限まで引き出す新しいプロセス
の開発および基礎研究を行って
いる。現在は，高温超伝導体と太
陽電池用半導体を研究対象とし
て，それらの結晶をイオンビーム
やエピタキシャル成長技術を駆
使することで単結晶のように
３次元的に完全に配列させ，飛
躍的に高い性能を得ることを
目指しています。

結晶方位制御薄膜作製装置

エピタキシャル
成長させた
バッファ層

３軸結晶配向金属テープ

エピタキシャル成長させた
高温超伝導物質
シリコン等の層

38

プロセスエネルギー学 教授 白井康之、准教授 柏谷悦章

超伝導応用エネルギー機器、次世代電力システム、
各種冷媒液体の熱流体力学

核融合炉、超伝導応用高密度エネル
ギー変換・輸送・貯蔵システムなどの先
進エネルギーシステム実現に不可欠な
極限領域熱流体力学および超伝導エ
ネルギー工学、さらに将来の電力エネ
ルギーシステムに関する研究を行う。

・液体ヘリウム（超流動ヘリウム）・液体
水素・液体窒素の熱流動特性解明

・超伝導マグネット冷却安定化、超伝導
応用エネルギー機器とその特性評価

・低炭素化次世代電力システムへの
展開

高温超伝導限流器

液体水素冷却
超伝導線材特性試験装置 39

1 μm

材料プロセス科学 教授 平藤哲司、准教授 三宅正男

エネルギー材料の創製、省エネルギープロセス

太陽電池や二次電池などのエネル
ギーデバイスには様々な材料が用
いられますが、材料の形態や構造を
制御することで、より高い機能をもつ
材料を創り出すことができます。例
えば、光の波長と同程度の周期をも
つ周期構造体（フォトニック結晶、右
写真）は、高度な光制御を可能とし、
太陽電池や LED の高効率化を実

現する材料として期待されています。
このような高機能なエネルギー材料
をより環境に優しく創り出すことがで
きる材料プロセスの構築を目指し、
基礎・応用研究を行っています。

溶液プロセスで作製した
ZnO 三次元フォトニック結晶

40

プロセス熱化学 准教授 長谷川将克

省エネルギー熱化学プロセスの探求

熱化学の基礎学理を材料の生
産プロセスに応用するのがこの分
野の特徴です。各種材料の生産・
リサイクルプロセスを熱化学的に
解析し、どうすればより少ないエネ
ルギーと資源で材料が生産できる
かを探求しています。
最近では、電池材料のリサイク

ル、ハロゲン元素の無害化処理、
有機系廃棄物中の水素と炭素の
有効利用などに取り組んでいます。
また、材料生産プロセス制御用の
センサー開発も行っています。

塩素を取り込む包接化合物

有機系廃棄物から得られた非晶質
炭素の粉末X線回折パターン

20μm

20 30 (2θ)

41

資源エネルギーシステム学 教授 馬渕守、准教授 浜孝之、助教 陳友晴

軽量化による省エネルギー
を目指した材料の開発

今までにない環境浄化
素材の開発

100 nm

染色水

メートル級
の製品

ミリメートル級
のMg部品

オングストローム級
の制御！

エネルギー問題
資源の安定供給
環境負荷の低減

テーマ1：

テーマ3： 脱色！
効率的な資源生産のための
エネルギー貯留層解析

テーマ2：

本分野では、

の解決を目指した研究に取り組
んでいます。

研究のベースは、材料学、資
源地質学などです。

可視化された石油貯留
岩中の間隙（白色部）

新たに創製されたナノ
ポーラス金属触媒

42
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資源エネルギープロセス学 教授 宅田裕彦、准教授 藤本仁、助教 袴田昌高

輸送機器の軽量化を目指した材料評価とプロセス開発

低密度材／高張力鋼板の成形性評価

成形性予測のための数値シミュレーション技術の開発

高張力鋼板，液圧成形の利用

材料体積の低減材料体積の低減

250℃

室温

対数ひずみ

真
応

力
/M

Pa 実験

解析

シミュレーションによる予測シミュレーションによる予測

割れ発生予測

実験

新技術

従来

スプリングバック予測

解析

Mg合金(1.7g/cm3)の成形

低密度材料の使用低密度材料の使用

実験

43

ミネラルプロセシング 准教授 楠田啓、助教 日下英史

環境調和型の資源エネルギープロセシングと
リサイクリングシステムの構築

メタン発酵の高効率化に関する研究メタン発酵の高効率化に関する研究

ハイドレート化技術のガス分離への応用ハイドレート化技術のガス分離への応用

ガスハイドレートの基本物性に関する研究ガスハイドレートの基本物性に関する研究

環境浄化・資源リサイクリング・選鉱環境浄化・資源リサイクリング・選鉱

パルスジェット乾燥による微粒子製造パルスジェット乾燥による微粒子製造

44

協 力 講 座（平成２５年３月３１日現在）

機能エネルギー変換
大垣 英明 教授
紀井 俊輝 准教授
全 炳俊 助教

高品位電子ビームを用いた、新しい高輝度量子放射エネルギー
の生成と、これらを用いた高効率エネルギー変換を実現する機
能性材料の開発に関する研究
・小型かつ経済的な量子放射エネルギーの発生とその利用
・新しい量子放射エネルギーの開発と利用に関する研究

エネルギー材料物理
松田 一成 教授
檜木 達也 准教授
神保 光一 助教

ナノサイエンスを基盤にした高効率な光エネルギー利用に向け
た基礎学理の追求とその応用研究
・ナノカーボン物質などにおける新規な量子光物性の解明
・ナノ物質をベースにした次世代高効率太陽電池
・セラミクス先進複合材料の開発研究
・材料特性とミクロ組織因子の研究

光量子エネルギー学
中嶋 隆 准教授
畑 幸一 助教
宮地 悟代 助教

レーザーと様々な物質の超高速非線形現象を理論的および実
験的に明らかにし、得られた知見を超高速分析法の開発や材料
創成および材料特性改変に応用する研究
・メタマテリアルの光学応答
・アト秒の光科学
・中赤外レーザー誘起非線形現象の分光応用
・フェムト秒レーザーによるナノ物質制御と応用

協力講座に属する分野の研究内容紹介

45

年度 原著論文
国際会議
論文

総説論文 著 書 受 賞
特 許

(出願中)

19 63 19 5 0 8 2

20 49 22 7 2 1 2

21 37 22 7 0 4 2

22 41 29 7 2 3 5

23 45 27 5 3 10 4

24 44 19 5 2 8 2

研究成果（平成19〜24年度/基幹講座のみ）
（各年度の自己点検評価報告書 ４・２・４）

46

教育活動

教育研究委員長：馬渕

47

１．学生の受け入れ

エネルギー科学研究科が望む学生像
エネルギーの確保並びに環境の保全は，人類の持続的な発展のため

の最も重要な課題です．エネルギー科学研究科は，エネルギー・環境問
題を解決するため，工学，理学，農学，経済学，法学などの多岐にわた
る学問領域を結集して，世界に先駆けて創設されました．エネルギー科
学研究科は，エネルギーを基盤とする持続型社会の形成を目指して，理
工系に人文社会系の視点を取り込みつつ，エネルギー科学の学問的な
発展をはかり，地球社会の調和ある共存に寄与する，国際的視野と高度
の専門能力をもつ人材を育成することを理念としています．
エネルギー科学研究科は，上記の理念のもとに学部や大学，学生や社
会人，国内や国外を問わず，次のような入学者を求めています．
・エネルギー・環境問題の解決に意欲を持つ人
・既存概念にとらわれず，創造力にあふれる個性豊かな人
・新しい学問・研究に積極的に挑戦する人

学生像の明文化

１．１アドミッションポリシー
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(1) 入試は専攻単位で行う。入試委員会が全体的取りまとめ
広範な学部生(工、理、農、経済、法)が、多様な試験科目で平等に受験可能

専攻毎の方式に従って有資格者を決定し、合格者を各分野に配属
(2) 募集人員（H24年度実績）

修士課程 130 名（社会・環境29名、基礎42名（第2回選抜13名を含む）、変換
25名、応用34名（第2回選抜8名を含む））
博士課程（4月期） 35 名（社会・環境12名、基礎12名、変換4名、応用7名）
博士課程（10月期） 各専攻とも若干名

(3) 選抜方法と日程

一般選抜の他に社会人及び留学生特別選抜試験(8 月と 2 月下旬に実施)
国際化拠点整備事業：国際エネルギー科学コースについては、書類選考と
面接選考を実施。 IDP特別コースでは、書類選考。

・多様な学生の受け入れが可能な選抜
・留学生（修士、博士後期）の積極的な受け入れ

１．学生の受け入れ

１．２院試の募集・選抜方法

49

表 志願者数および入学者数の推移

年度 19 20 21 22 23 24

修士
課程
130
名

志願者数

入学者数

206(0)[6]

102[3]

187(0)[8]

107[4]

193(0)[12]

117[7]

242(0)[16]

141[10]

291(0)[7]

138[7]

241(0)[10] 

131[7]

博士
後期
課程
35名

志願者数

入学者数

30(5)[15]

30(5)[15]

22(2)[11]

21(2)[11]

33(2)[15]

32(1)[15]

28(4)[14]

28(4)[14]

26(3)[13]

26(3)[13]

24(1)[9]

24(1)[9]

（ ）内は社会人特別選抜で内数、[ ]内は留学生で内数
卒業学部；工学部（約7割）、理学部、農学部、法学部、教育学部、総合人間学部、化学生命工
学部、情報文化学部、文化情報学部、工芸科学部、繊維学部、高専など
出身大学；京大約６割、京大以外約４割

（各年度11.1現在）

エネ科が浸透、高い受験倍率
他大学学生の積極的な受け入れ

１．学生の受け入れ

１．３受け入れ状況

50

１．学生の受け入れ

１．４留学生対策

海外留学フェア等でエネ科を紹介
（H24年度実績）
チェンマイ（タイ）、バンコク（タイ）、ロンドン（イギリス）、ベルリン（ドイツ）
（H23年度実績）
バンコク（タイ）、上海（中国）、ボン（ドイツ）、モスクワ（ロシア）

英語授業を積極的に実施
・各専攻で博士後期課程学生向け英語授業を実施
・国際エネルギー科学コース(IESC)では、英語授業
のみで修士課程修了可能
・外国人教員２名を新たに配置（外国人教員数６名）

学修要覧の英文化
・学修要覧の和英併記
・IESC独自の学修要覧を作成

51

２．教育活動

２．１カリキュラムポリシー

(1) 修士課程
(a) 学士課程での教育によって得た基礎学力および専門性を発展させるとともに，
専門分野にとらわれずに自然科学と人文社会科学の双方から分野横断的に学修
できるカリキュラムを編成・実施し，研究分野に関連する幅広い専門的知識と，広
い学識を修得させる．
(b) 研究指導，セミナー，実践的教育を介して，研究の推進能力，研究成果の論理
的説明能力，学術研究における倫理性を備え，自ら課題を発見し解決する能力を
有する高度技術者，研究者を育成する．
(c) 自己の研究を各専門分野において的確に位置づけ，その成果と意義を国際的
な水準で議論できる能力を育てる．

(2) 博士後期課程
(a) 修士課程での教育によって得た高度な専門的知識と広い学識をさらに発展さ
せるとともに，過度の専門化に陥ることなく，幅広い視野から自己の研究を位置づ
けて体系化を図ることができるように，カリキュラムを編成・実施する．
(b) 研究指導，セミナー，実践的教育を介して，特に優れた研究企画・推進能力，
研究成果の論理的説明能力，学術研究における倫理性を備え，未踏の分野に挑
戦する創造性と活力のある研究者を育成する．
(c) 幅広い視野と深い専門性をもって社会の要請に応え，エネルギー・環境問題を
解決するための最先端の研究を国際的に先導することのできる研究者を育成する． 52

専攻名 教育の内容
授業科目

修士課程 博士後期課程

エネルギー
社会・環境
科学

エネルギーシステムの構築に必要な社会，経
済，生態・環境に関わる複合的分野の学理

24科目
9科目

（特論）

エネルギー
基礎科学

エネルギーの生産と制御の基礎となる化学お
よび物理学

30科目
9科目

（特論）

エネルギー
変換科学

各種形態へのエネルギー変換とそのための機
器およびシステムの設計

29科目
9科目

（特論）

エネルギー
応用科学

エネルギーを有効に応用するための基礎科学
とそれを支える材料および資源

20科目
6科目

（特論）

研究科の特色：
人文・社会科学と自然科学を融合させたダイナミックな科学を基盤
とする研究教育

表 エネルギー科学研究科の授業科目（平成24年度）

２．教育活動

２．２カリキュラの編成

53

○ 通論の開設
各専攻の内容・ビジョンを概論するオムニバス方式による講義

○ 専攻横断型科目
専攻の枠を超えた講義、広い視野の学生を育成（学際的エネル
ギー科学特別セミナー、産業倫理論）

〇 G30横断型科目
専攻の枠を超えた英語の講義、広い視野の学生を育成

○ 学外研究プロジェクト
学外の国・公立研究機関、民間企業における研究を経験

○ 客員および非常勤教員の招聘
客員教員による産学連携講座
産業人客員教員枠を確保

年 度 １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４

件 数 18(10) 20(11) 11(4) 25(10) 19(4) 8 (3)

（ ）内は外国人で内数

表 エネルギー科学研究科における特別講演（外国人を含む）

２．教育活動

２．３特徴ある授業編成(1)
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〇国際エネルギー科学コース(IESC)横断型科目
・Energy and Carbon Foot-Printing Project
・Future Energy: Hydrogen Economy
・Energy systems and Sustainable Development
・Energy and Materials
・Convective Heat Transfer
・Turbomachinery
・Green Energy Venture
・Predictions and Statistical Models
・Thermodynamics: from Heat to Power
・Experiment Design
・Fundamental Plasma Simulation Ⅰ
・Fundamental Plasma Simulation Ⅱ
・Advanced Energy Conversion Science 
・Fusion Systems-Materials Integration for Energy Conversion
・Energy Conversion Systems and Functional Design

２．教育活動

２．３特徴ある授業編成(2)

55

２．教育活動

２．４成果

表 学生が第1著者として発表した論文数
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表 民間企業や各種団体の募集する主な奨学金

日本人学生対象(海外留学奨学金を含む)(1/1) 外国人対象（留学生を含む）（1/2)

・レントオール奨学財団
・公益信託森安大学院生奨学生
・（財）帝人奨学会
・（財）堀田育英財団
・（財）交通遺児育英会
・CWAJ奨学金
・（財）本庄国際奨学財団
・（財）日本グローバル化研究機構
・ロータリー奨学金
・（財）浦上奨学会
・（財）国際開発機構
・（財）奥山育英会
・大真奨学生
・川口静記念奨学生
・（財）二十一世紀文化学術財団
・フルブライト奨学金
・（財）経団連国際教育交流財団
・（財）吉村財団

・イオンスカラシップ
・日揮・実吉奨学金
・（財）三菱UFJ信託奨学財団
・（財）樫山奨学財団
・（財）双日国際交流財団
・ドコモ留学生奨学金
・JEES奨学金
・KDDI奨学財団
・（財）佐藤陽国際奨学財団
・佐野奨学金
・村田海外留学奨学会
・（財）吉田奨学会
・（財）帝人奨学会
・（財）平和中島財団
・（財）堀田育英財団
・（財）藤井国際財団
・公益信託川嶋章司記念スカラーシップ基金奨学生
・（財）清和国際留学生奨学金
・（財）エプソン国際奨学財団
・（財）市川国際奨学財団

２．教育活動

２．５学生への支援
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表 民間企業や各種団体の募集する主な奨学金（続き）

日本人学生対象（海外留学奨学金を含む） 外国人対象（留学生を含む）(2/2)

・川口静記念奨学生
・（財）共立国際交流奨学財団
・ロータリー米山記念奨学会
・（財）加藤朝雄国際奨学財団
・（財）佐川留学生奨学財団
・（財）ロッテ国際奨学財
・（財）服部国際奨学財団
・山岡育英会

表 授業料免除の現状

修 士 課 程 博士後期課程

H22年度 H23年度 H24年度 H22年度 H23年度 H24年度

申請者数 55 62 68 29 31 37

授業料免除適用者数 41 52 61 28 29 35

免除適用率 74.5 83.9 89.7 96.5 93.5 94.6

半額免除適用者を含む。
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表 修了要件と履修方法（平成24年度）

●修士課程

エネルギー科学研究科科目を合計30単位以上修得し，かつ必要な研究指導を受けた上，修士論文の審査及び試験に合格すること．

・Ａ群科目（自専攻科目および研究論文）；

エネルギー社会・環境科学専攻：第1・第2合わせて2単位以上、合計8単位以上（ただし，研究論文は単位なし）

エネルギー基礎科学専攻：12単位以上（ただし，研究論文は単位なし）

エネルギー変換科学専攻：6単位以上（ただし，研究論文は単位なし）

エネルギー応用科学専攻：6単位以上（ただし，研究論文は単位なし）

・Ｂ群科目（自専攻開設科目）；

エネルギー社会・環境科学専攻：10単位以上（ただし、16単位を超えた単位は増加単位）

エネルギー基礎科学専攻：10単位以上（ただし、18単位を超えた単位は増加単位）

エネルギー変換科学専攻：10単位以上（ただし、22単位を超えた単位は増加単位）

エネルギー応用科学専攻：10単位以上

・Ｃ群科目（他専攻開設科目①（他専攻の開設するB群科目））；

エネルギー社会・環境科学専攻：単位の認定は10単位まで

エネルギー基礎科学専攻：単位の認定は10単位まで

エネルギー変換科学専攻：2単位以上（ただし、10単位を超えた単位は増加単位）

エネルギー応用科学専攻：単位の認定は8単位まで

・Ｄ群科目（他研究科開設科目②（エネルギー科学研究科以外の研究科開設科目））；

エネルギー社会・環境科学専攻、エネルギー変換科学専攻、エネルギー応用科学専攻：単位の認定は6単位まで

エネルギー基礎専攻：単位の認定は8単位まで

●博士後期課程

エネルギー科学研究科科目を4単位以上修得し，かつ必要な研究指導を受けた上，博士論文の審査及び試験に合格すること．

２．教育活動

２．６修了要件
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表 修士課程修了者の進路一覧

平成 24 年度修士課程修了者

区 分 社会･環境 基 礎 変 換 応 用 計

博士後期課程進学 3 5 0 0 8

電気・電子機器 1 8 4 1 14

化学・材料・非鉄 0 7 4 0 11

自動車・輸送用機器 0 3 2 7 12

情報・通信 2 1 1 1 5

電力・ガス 0 7 5 5 17

鉄鋼 1 2 6 2 11

重工業 1 0 4 4 9

機械 3 4 1 1 9

大学・官公庁・財団 1 0 0 0 1

その他 11 9 7 6 33

計 23 46 34 27 130

２．教育活動

２．７学生の進路
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２．教育活動

２．８教育の内部質保障

各種アンケートを実施し、教育活動にフィードバック
(H24年度）
・修了予定者
・修了者（過去５年）
・主な就職先採用担当者
例えば、修了者アンケートで「エネルギー科学研究科で学修・研究活
動をしたことが，実際の仕事で役立っていますか」という設問に対し，
「よくある」「ある」「時々ある」の回答の合計が全体の91％あり，当研究
科の教育がほとんどの修了生に役立っていることがわかった．

61
62/18 62/1862/181/1862

エネルギー問題は、単に技術だけの問題ということはできず、
そこには社会や経済の要素も大きく関係する。

理工学に新しい社会システムを追及する社会科学と社会の
道程を考察する人文科学の視点を加えた学際・複合領域として
「低炭素エネルギー科学」の確立が必要 63

国際的教育研究拠点形成

2100年までに、化石燃料に依存しないCO2ゼロエミッションエ
ネルギーシステムに到達するシナリオの実現に向けた技術の創
出・政策提言を行い得る教育者・研究者・政策立案者を育成

「エネルギー科学」教育におけるシナリオ策定

学生自らが、シナリオ策定への参加を通して、他分野研究者と
の相互交流を体験し、「エネルギーシステム」全体をグローバルに
俯瞰する能力を獲得、更に各専門研究へ反映

CO2を排出しないエネルギー科学研究

• 再生可能エネルギー（太陽光・バイオマスエネルギー）

• 先進原子力エネルギー（核分裂・核融合）

• エネルギー社会・経済
64
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GCOE教育ユニット運営委員

会
（統括本部）

事 務 局

諮 問 委 員 会

自己点検・評価委員会

カリキュラム委員会

連 携 委 員 会

GCOEプログラム

の事務全般

GCOE全体の

統括、運営、
人事など

シンポジウム企画、ホーム

ページ、ニューズレター、産

学連携事業企画など

バイオマスエネルギー研究

研究グループの運営、

グループ研究の統括

最先端重点研究クラスタの運営

教育プログラム・カリキュラ

ムの策定と運用、フィール

ド研修の企画、ワークショッ

プの実施など

評価の実施

太 陽 光 エ ネ ル ギ ー 研 究

先進原子力エネルギー研究

エネルギーシナリオ・戦略研究会

エネルギー社会・経済研究

本拠点の運営体制

最先端研究委員会

シ ナ リ オ 委 員 会

外部有識者による
評価、意見の聴取

シ ナ リ オ ・ 最 先 端
合 同 委 員 会

シナリオ策定と最先端重点研究

の連携について組織的に強化

71

GCOE教育ユニット

運 営 委 員 会
（ 統 括 本 部 ）

事 務 局

自己点検・評価委員会

カリキュラム委員会

連 携 委 員 会

バイオマスエネルギー研究

太 陽 光 エ ネ ル ギ ー 研 究

先進原子力エネルギー研究

エネルギー社会・経済研究

シ ナ リ オ 委 員 会

エネ科 八尾 健 東野 達 下田 宏 河本晴雄

エネ科 石原慶一 手塚哲央 張 奇 Hooman Farzaneh Nuki Agya Utama

エネ研 小西哲之

原子炉 宇根崎博信

エネ科 東野 達

学際融合教育研究推進センター 一方井誠治

エネ科 坂 志朗 塩路昌宏 手塚哲央 河本晴雄 山内一慶

エネ研 小瀧 努

エネ研 森井 孝 大垣英明 尾形幸生 宮崎健創 紀井俊輝
工・物質エネ
ルギー化学

作花哲夫

中嶋 隆 中田栄司 Liew Fong Fong

エネ科 八尾 健 萩原理加 佐川 尚 野平俊之

原子炉 中島 健 宇根崎博信

工・原子核 功刀資彰 福山 淳 伊藤秋男 高木郁二

エネ研 水内 亨 木村晃彦 長崎百伸

エネ科 前川 孝 手塚哲央 工・物質エネルギー化学 作花哲夫

工・原子核 福山 淳

エネ研 水内 亨

原子炉 釜江克宏

エネ研 大垣英明 登尾一幸

工・原子核 功刀資彰

エネ科 塩路昌宏 松本英治 宅田裕彦

エネ科 和田義徳 中田豊二 谷北道成 浅野順美 山村優子 平野陽子 長家友美子

拠点リーダー 八尾 健

石原慶一

大垣英明

功刀資彰

小西哲之

坂 志朗

手塚哲央

東野 達

中島 健

福山 淳

前川 孝

森井 孝

最 先 端 研 究 委員会

シナリオ・最先端合同
評 価 委 員 会 シナリオ委員会メンバー・最先端研究委員会メンバー
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CO2総排出量を最小
にするという新しい
視点からシナリオ策
定のためのモデル
ツールを構築

シナリオの
提示

グループ研究の成果
をシナリオに反映

シナリオ研究を
研究方針へ

合同委員会・個別イン
タビューによる情報交換

産業・経済界からの意見

シナリオの
提示CO2ゼロエミッション

シナリオ作成

シナリオ研究を教育へ

■電力システムシナリオの例

■国際エネルギーセミナー
（公募型グループ研究）

■エネルギーシナリオ・戦略研究会

シ ナ リ オ ・ 最 先 端
合 同 委 員 会

73 74/1874/18

シナリオ策定研究グループのロードマップに連携させて推進

74

輸送、食料、冷暖房、情報アクセス、照明などエネルギーの
最終需要の分類をしつつ、2050年までの日本のエネルギー効
率の根本的改善可能性について推計を行った。エネルギー効
率は、技術におけるエネルギー効率、社会システムにおける
効率、そしてライフスタイルの組合せにより定まる。

日本における2050年までのエネルギー効率の改善可能性の上
限値については、既存技術を用いた場合は、26.9％。ケンブ
リッジ大学のカレン及びアルウッドの研究成果による、理論
的な効率上限値を踏まえた将来技術を用いた場合は60.8％と
の結果が得られた。 75

高効率太陽電池、二次電池などの新しいエネルギー技術に不可
欠なエネルギー材料、太陽光エネルギーを利用した物質生産、
そして新しい光機能の評価について研究を推進。これらの研究
により、新しい有機太陽電池、リチウムイオン2次電池電極材
料の充電並びに放電におけるリチウムの拡散挙動の解明、太陽
電池用高純度シリコンの安価製造法の開発、高効率太陽電池製
造のためのフェムト秒レーザープロセッシング技術および高い
光機能を持つ新規界面微細構造を液相プロセスにより形成させ
る方法の開発、人工光合成システムを構築する上で必要なナノ
空間上に精微に配置された複合体を構築する方法の開発などの
成果をあげた。

76

酢酸発酵による新規なバイオエタノール生産技術について研
究を進めた。本技術は、加圧熱水処理、酢酸発酵及び水素化
分解の工程により構成され、木質系バイオマスの２段階加圧
熱水処理により得られる糖類、ウロン酸類、糖過分解物、有
機酸類、リグニン由来分解物などが酢酸発酵により効果的に
酢酸へと変換され、最後に水素化分解によりエタノールへと
変換することで、高収率なバイオエタノール生産が実現する。
本プロセスにより、環境負荷が小さく、二酸化炭素を排出し
ない高効率バイオエタノール生産システムが創成されること
が期待される。

77

安全・安心な新型原子炉、加速器駆動未臨界炉及び核融合炉に関
する基盤技術の研究を行った。安全・安心の原子力エネルギー利
用への貢献を目的として、
1)安全性を向上させた新型の軽水炉および高速炉の開発の研究
2)高レベル廃棄物等の核変換による処理に利用できる加速器駆動
未臨界炉の開発
3)長期的なエネルギー源となる核融合炉の開発
4) 先進原子力システムで利用できる材料の開発
を推進。
世界初の加速器駆動未臨界炉の
実験を2009年に開始、核融合炉
-バイオマスハイブリット炉の
導入による核融合の早期実現の
可能性を提示、酸化物分散強化
鋼の寿命を現行材料に比べ1桁
以上向上させることに成功、
等の成果を挙げた。
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 【総合性】

エネルギー・環境問題に関する深い造詣を有し、人文社会系、自然科

学系それぞれの研究者がお互いに理解でき、共同作業が行える能力

 【自立性】

目的に即した研究に対して、研究グループを組織し他の研究者と協調

して研究を遂行する能力

 【国際性】

国際的な視野とコミュニケーション能力、世界的水準の研究能力

 【将来性】

人類の存続を左右するエネルギー･環境問題解決に貢献する能力

エネルギー科学GCOE教育ユニット
人材育成基本理念
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【必修】国際エネルギーセミナー（公募型グループ研究）
理工学研究分野に人文社会科学分野を含む総合的グループ研究

【必修】最先端重点研究：最先端重点研究クラスタ での研究
【必修】フィールド実習：原子力発電所、風力・ごみ発電所
【必修】研究発表：学会，産学連携セミナー，国際研究集会への参加助成

●英語による授業 ●海外実務者・研究者の招聘 ●RA・TA

エネルギー科学研究科エネルギー科学研究科 工学研究科
原子核工学専攻
工学研究科

原子核工学専攻
エネルギー科学GCOE教育ユニット

（博士後期課程学生 ）

若手研究者の自立支援
（キャリアパス支援）

■年俸制特定教員
■PD採用

■国際協力機関で研究・研修
■国際協力機関からの学生受け入れ
（カーディフ大学、アジア22大学SEEフォーラム、
タイJGSEE、アジアンCORE、海外機関）

■国際協力機関で研究・研修
■国際協力機関からの学生受け入れ
（カーディフ大学、アジア22大学SEEフォーラム、
タイJGSEE、アジアンCORE、海外機関）

留学受入

国際的なリーダー育成

派遣
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【必修】国際エネルギーセミナー（公募型グループ研究）
理工学研究分野に人文社会科学分野を含む総合的グループ研究

【必修】最先端重点研究：最先端重点研究クラスタ での研究
【必修】フィールド実習：原子力発電所、風力・ごみ発電所
【必修】研究発表：学会，産学連携セミナー，国際研究集会への参加助成

●英語による授業 ●海外実務者・研究者の招聘 ●RA・TA

エネルギー科学研究科エネルギー科学研究科 工学研究科
原子核工学専攻
工学研究科

原子核工学専攻
エネルギー科学GCOE教育ユニット

（博士後期課程学生 ）

若手研究者の自立支援
（キャリアパス支援）

■年俸制特定教員
■PD採用

■国際協力機関で研究・研修
■国際協力機関からの学生受け入れ
（カーディフ大学、アジア22大学SEEフォーラム、
タイJGSEE、アジアンCORE、海外機関）

■国際協力機関で研究・研修
■国際協力機関からの学生受け入れ
（カーディフ大学、アジア22大学SEEフォーラム、
タイJGSEE、アジアンCORE、海外機関）

留学受入

国際的なリーダー育成

派遣
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【必修】国際エネルギーセミナー（公募型グループ研究）
理工学研究分野に人文社会科学分野を含む総合的グループ研究

【必修】最先端重点研究：最先端重点研究クラスタ での研究
【必修】フィールド実習：原子力発電所、風力・ごみ発電所
【必修】研究発表：学会，産学連携セミナー，国際研究集会への参加助成

●英語による授業 ●海外実務者・研究者の招聘 ●RA・TA

エネルギー科学研究科エネルギー科学研究科 工学研究科
原子核工学専攻
工学研究科

原子核工学専攻
エネルギー科学GCOE教育ユニット

（博士後期課程学生 ）

若手研究者の自立支援
（キャリアパス支援）

■年俸制特定教員
■PD採用

■国際協力機関で研究・研修
■国際協力機関からの学生受け入れ
（カーディフ大学、アジア22大学SEEフォーラム、
タイJGSEE、アジアンCORE、海外機関）

■国際協力機関で研究・研修
■国際協力機関からの学生受け入れ
（カーディフ大学、アジア22大学SEEフォーラム、
タイJGSEE、アジアンCORE、海外機関）

留学受入

国際的なリーダー育成

派遣
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【必修】国際エネルギーセミナー（公募型グループ研究）
理工学研究分野に人文社会科学分野を含む総合的グループ研究

【必修】最先端重点研究：最先端重点研究クラスタ での研究
【必修】フィールド実習：原子力発電所、風力・ごみ発電所
【必修】研究発表：学会，産学連携セミナー，国際研究集会への参加助成

●英語による授業 ●海外実務者・研究者の招聘 ●RA・TA

エネルギー科学研究科エネルギー科学研究科 工学研究科
原子核工学専攻
工学研究科

原子核工学専攻
エネルギー科学GCOE教育ユニット

（博士後期課程学生 ）

若手研究者の自立支援
（キャリアパス支援）

■年俸制特定教員
■PD採用

■国際協力機関で研究・研修
■国際協力機関からの学生受け入れ
（カーディフ大学、アジア22大学SEEフォーラム、
タイJGSEE、アジアンCORE、海外機関）

■国際協力機関で研究・研修
■国際協力機関からの学生受け入れ
（カーディフ大学、アジア22大学SEEフォーラム、
タイJGSEE、アジアンCORE、海外機関）

留学受入

国際的なリーダー育成

派遣

83

【必修】国際エネルギーセミナー（公募型グループ研究）
理工学研究分野に人文社会科学分野を含む総合的グループ研究

【必修】最先端重点研究：最先端重点研究クラスタ での研究
【必修】フィールド実習：原子力発電所、風力・ごみ発電所
【必修】研究発表：学会，産学連携セミナー，国際研究集会への参加助成

●英語による授業 ●海外実務者・研究者の招聘 ●RA・TA

エネルギー科学研究科エネルギー科学研究科 工学研究科
原子核工学専攻
工学研究科

原子核工学専攻
エネルギー科学GCOE教育ユニット

（博士後期課程学生 ）

若手研究者の自立支援
（キャリアパス支援）

■年俸制特定教員
■PD採用

■国際協力機関で研究・研修
■国際協力機関からの学生受け入れ
（カーディフ大学、アジア22大学SEEフォーラム、
タイJGSEE、アジアンCORE、海外機関）

■国際協力機関で研究・研修
■国際協力機関からの学生受け入れ
（カーディフ大学、アジア22大学SEEフォーラム、
タイJGSEE、アジアンCORE、海外機関）

留学受入

国際的なリーダー育成

派遣
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【必修】国際エネルギーセミナー（公募型グループ研究）
理工学研究分野に人文社会科学分野を含む総合的グループ研究

【必修】最先端重点研究：最先端重点研究クラスタ での研究
【必修】フィールド実習：原子力発電所、風力・ごみ発電所
【必修】研究発表：学会，産学連携セミナー，国際研究集会への参加助成

●英語による授業 ●海外実務者・研究者の招聘 ●RA・TA

エネルギー科学研究科エネルギー科学研究科
工学研究科

原子核工学専攻
工学研究科

原子核工学専攻
エネルギー科学GCOE教育ユニット

（博士後期課程学生 ）

若手研究者の自立支援
（キャリアパス支援）

■年俸制特定教員
■PD採用

■国際協力機関で研究・研修
■国際協力機関からの学生受け入れ
（カーディフ大学、アジア22大学SEEフォーラム、
タイJGSEE、アジアンCORE、海外機関）

■国際協力機関で研究・研修
■国際協力機関からの学生受け入れ
（カーディフ大学、アジア22大学SEEフォーラム、
タイJGSEE、アジアンCORE、海外機関）

留学受入

国際的なリーダー育成

派遣
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【必修】国際エネルギーセミナー（公募型グループ研究）
理工学研究分野に人文社会科学分野を含む総合的グループ研究

【必修】最先端重点研究：最先端重点研究クラスタ での研究
【必修】フィールド実習：原子力発電所、風力・ごみ発電所
【必修】研究発表：学会，産学連携セミナー，国際研究集会への参加助成

●英語による授業 ●海外実務者・研究者の招聘 ●RA・TA

エネルギー科学研究
科

エネルギー科学研究
科

工学研究科
原子核工学専攻
工学研究科

原子核工学専攻
エネルギー科学GCOE教育ユニット

（博士後期課程学生 ）

若手研究者の自立支援
（キャリアパス支援）

■年俸制特定教員
■PD採用

■国際協力機関で研究・研修
■国際協力機関からの学生受け入れ
（カーディフ大学、アジア22大学SEEフォーラム、
タイJGSEE、アジアンCORE、海外機関）

■国際協力機関で研究・研修
■国際協力機関からの学生受け入れ
（カーディフ大学、アジア22大学SEEフォーラム、
タイJGSEE、アジアンCORE、海外機関）

留学受入

国際的なリーダー育成

派遣
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【必修】国際エネルギーセミナー（公募型グループ研究）
理工学研究分野に人文社会科学分野を含む総合的グループ研究

【必修】最先端重点研究：最先端重点研究クラスタ での研究
【必修】フィールド実習：原子力発電所、風力・ごみ発電所
【必修】研究発表：学会，産学連携セミナー，国際研究集会への参加助成

●英語による授業 ●海外実務者・研究者の招聘 ●RA・TA

エネルギー科学研究
科

エネルギー科学研究
科

工学研究科
原子核工学専攻
工学研究科

原子核工学専攻
エネルギー科学GCOE教育ユニット

（博士後期課程学生 ）

若手研究者の自立支援
（キャリアパス支援）

■年俸制特定教員
■PD採用

■国際協力機関で研究・研修
■国際協力機関からの学生受け入れ
（カーディフ大学、アジア22大学SEEフォーラム、
タイJGSEE、アジアンCORE、海外機関）

■国際協力機関で研究・研修
■国際協力機関からの学生受け入れ
（カーディフ大学、アジア22大学SEEフォーラム、
タイJGSEE、アジアンCORE、海外機関）

留学受入

国際的なリーダー育成

派遣
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【必修】国際エネルギーセミナー（公募型グループ研究）
理工学研究分野に人文社会科学分野を含む総合的グループ研究

【必修】最先端重点研究：最先端重点研究クラスタ での研究
【必修】フィールド実習：原子力発電所、風力・ごみ発電所
【必修】研究発表：学会，産学連携セミナー，国際研究集会への参加助成

●英語による授業 ●海外実務者・研究者の招聘 ●RA・TA

エネルギー科学研究科エネルギー科学研究科 工学研究科
原子核工学専攻
工学研究科

原子核工学専攻
エネルギー科学GCOE教育ユニット

（博士後期課程学生 ）

若手研究者の自立支援
（キャリアパス支援）

■年俸制特定教員
■PD採用

■国際協力機関で研究・研修
■国際協力機関からの学生受け入れ
（カーディフ大学、アジア22大学SEEフォーラム、
タイJGSEE、アジアンCORE、海外機関）

■国際協力機関で研究・研修
■国際協力機関からの学生受け入れ
（カーディフ大学、アジア22大学SEEフォーラム、
タイJGSEE、アジアンCORE、海外機関）

留学受入

国際的なリーダー育成

派遣
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【必修】国際エネルギーセミナー（公募型グループ研究）
理工学研究分野に人文社会科学分野を含む総合的グループ研究

【必修】最先端重点研究：最先端重点研究クラスタ での研究
【必修】フィールド実習：原子力発電所、風力・ごみ発電所
【必修】研究発表：学会，産学連携セミナー，国際研究集会への参加助成

●英語による授業 ●海外実務者・研究者の招聘 ●RA・TA

エネルギー科学研究科エネルギー科学研究科 工学研究科
原子核工学専攻
工学研究科

原子核工学専攻
エネルギー科学GCOE教育ユニット

（博士後期課程学生 ）

若手研究者の自立支援
（キャリアパス支援）

■年俸制特定教員
■PD採用

■国際協力機関で研究・研修
■国際協力機関からの学生受け入れ
（カーディフ大学、アジア22大学SEEフォーラム、
タイJGSEE、アジアンCORE、海外機関）

■国際協力機関で研究・研修
■国際協力機関からの学生受け入れ
（カーディフ大学、アジア22大学SEEフォーラム、
タイJGSEE、アジアンCORE、海外機関）

留学受入

国際的なリーダー育成

派遣
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修了証書

修了者

2010年9月 1名
2011年3月 1名
2011年9月 4名
2012年3月 2名
2012年9月 13名
2013年3月 10名
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論文（審査付き）国内学会 国際シンポジウム

GCOE学生がファーストオーサーの発表・論文数

91
92

93 94

95 96

78

91

93

95

92

94

96



97
98

99

京都大学シンポジウム シリーズ Ⅷ
原発事故の教訓とこれからのエネルギーシナリオを考える

4ヶ月を経過した今日の時点で、さまざまな情報開示、調査などにより、

今回の未曾有とも言うべき大震災の全体像がようやく学術的に把握で
きるようになってきた機会を捉え、特に原子力とエネルギーに関する解
説、講演を行う。

主催：京都大学 GCOE「地球温暖化時代のエネルギー科学拠点--CO2ゼロエミッションをめざして」
日時：平成23年7月29日(金) 13:30－17:00
場所：京都大学芝蘭会館稲盛ホール

１）東電福島原発事故の経過、原因、教訓 -スリーマイル島及びチェルノブイリ事故
との関連-

京都大学大学院工学研究科教授 杉本 純

２）環境中での放射性物質の動態と線量評価
京都大学原子炉実験所教授 高橋千太郎

３）放射線の人体影響と防護：チェルノブイリの教訓をフクシマへ
京都大学放射線生物研究センタ 長 松本智裕

100

101

Sustainable Energy and Environment Forum
(SEE Forum) – Since Nov. 2006

Sustainable Energy and Environment ForumSustainable Energy and Environment Forum
(SEE Forum)(SEE Forum) –– Since Nov. 2006Since Nov. 2006SEE Forum is an Asia-Pacific academic forum for global 

climate and energy security issues of common concerning 
among an Asia-Pacific region.

Objective: To promote “New Energy Initiatives*1” and to seek 
academic network  that will contribute to solving the global 
climate and energy security issues. 

 Information exchange

 Research Collaboration
Establishment of Network of Excellences (NOEs)

ActivityActivityParticipating membersParticipating members

Pattaya, ( Nov. 2007) Bangkok, ( May. 2009)

6th SEE Forum 
(Nov. 2009)
Yogyakarta 

7th SEE Forum 
(Sep. 2010)

Hanoi

3rd SEE Forum 5th SEE Forum
Kyoto University (Chair), Japan
Joint Graduate School of Energy 
and Environment (Co-chair), Thailand
<Japan>
TIT, AGU, KIT, Osaka Univ., Saga Univ. , 
Kumamoto Univ., AIST, NIAES, etc.
<ASEAN>
ASEAN University Network (AUN); 
22 Participating Universities, RUA, 
UM-Sabha, etc.
<China, Korea, India>
Peking Univ., Ajou Univ., IIT-DMore than 40 

academic &
research 

More than 40 
academic &
research 
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第4回 ニューデリー
（インド：2008年12月）

103

第５回 バンコク
（タイ：2009年5月）

104

第６回 ヨグヤカルタ
（インドネシア：2009年11月）

105

第7回 ハノイ
（ヴェトナム：2010

年9月）

106

第8回 クアラルンプール

（マレーシア：
2011年6月）

107

第9回 バンコク
（タイ：2012年2月）

108
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第10回 ダルサラーム
（ブルネイ：2012年11月）

109

Eco-Energy and  Material Science and Engineering Symposium 
(EMSES)

MOU signing ceremony for JST joint research between Japan and Thailand 110

タイ原子力セミナー
第１回 2009年11月7日~12月19日 ラジャマンガラ工科大学
第2回 2011年1月17日~1月21日 ラジャマンガラ工科大学
第3回 2012年3月12日~3月14日 ラジャマンガラ工科大学

111

アフリカ・南米等との連携
• Dr.J.F. Facetti(Prof. Institute of Strategic 

Studies, former Minister of Environment, 
Paraguay )

• Mr.Clement Matasane(Office of Research & 
Development, University of Botswana)

112

2009
アジア研究教育拠点事業
先進エネルギー科学

2008
科学技術振興調整費「環境マネジメ
ント人材育成国際拠点」環境マネジ
メントリーダープログラム

2009
JST「タイにおける低炭素排出型エネル

ギー技術戦略シナリオ研究」

2011
ODA－UNESCO支援事業

アジア持続的発展のためのエネ
ギー科学教育の推進

2010
UNESCO COMPETENCE Program
アジアの持続的発展のためのエネルギー

2011
JICA-JSPS専門家派遣プログラム

ボツワナにおける地域適応型エネルギー
の設計

2011
JSPS若手研究者招へい事業

「人間の安全保障」開発を目指したアジ
ア若手研究者交流

2012
ODA大学の世界展開力強化事業

「人間の安全保障」開発を目指した
アジア若手研究者交流
人間の安全保障開発連携ユニット

2013
文部科学省概算要求「革新的高効率太
陽光利用技術の開発」 113

○大学の将来構想と組織的な支援

・京都大学の総合性を活かして、学際・複合領域としての

エネルギー科学を発展的に推進。

○人材育成面の特徴

・学生がシナリオ策定に参加。エネルギーシステムを

グローバルに俯瞰する能力を獲得。

・学生による公募型総合グループ研究の企画実施。

自主性ある研究遂行能力を育成。

・教育者、技術者、政策提言者、実務者の輩出。

○研究活動面の特徴

・エネルギー社会・経済、再生可能エネルギー、原子力エ

ネルギーを軸にタイムスケールと特徴の異なる研究を

シナリオに基づき戦略的に遂行。

まとめ
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国際交流活動

国際交流委員長：石原

ブリストル大学シンポジウム(2013)AUN-KUシンポジウム(2012)

グランゼコール、アジョウ、京大シンポ(2013)

115

国際交流活動

• 海外研究機関との連携

• 留学生の受入

• 将来に向けて

サマースクール （チェンマイ大学、2013）
116

海外研究機関との連携

大学間および部局間学術交流協定

関連部局（工学研究科・工学部、情報学研究科など）と連携

部局間協定締結状況
22大学、1企業と協定を締結、そのうち7大学と部局間学生交流

協定を締結

<共同シンポジウム、短期留学生・正規留学生の受入、研究者
間交流を実施>

注記：
タイのサイアムセメントグループと
協定締結（2011）。セミナー、工場

見学など相互交流を継続 117
☆は学生交流協定を示す。★はその後全学学生交流協定となったもの

国・地域名 大学・機関名 締結年
中華人民共和国 大連理工大学 2003年
中華人民共和国 ハルビン工程大学 核科学・技術学院 2007年
中華人民共和国 廣西大学 物理科学・工学技術学院 2006年

★ 中華人民共和国 上海交通大学 1999年
大韓民国 亜洲大学エネルギー学科 2006年

☆ 大韓民国 韓国科学技術院 工学研究科 2002年
大韓民国 東義大学校工学大学 2007年
大韓民国 釜慶大学校工科大学 2007年
タイ王国 ラジャマンガラ工科大学タンヤブリ校 2007年
タイ王国 キングモンクット工科大学ラカバン校 2009年
タイ王国 エネルギー環境合同大学院大学 2009年
タイ王国 サイアムセメントグループ 2011年

☆ マレーシア マレーシア工科大学 建築都市環境学部など 2009年
フランス共和国 グルノーブル理工科大学 1991年
ドイツ連邦共和国 エアランゲン・ニュルンベルク大学 工学部 2002年
ドイツ連邦共和国 ドルトムント大学 2002年

☆ ドイツ連邦共和国 カイザースラウテルン大学 2002年
★ ドイツ連邦共和国 カールスルーエ大学 プロセス工学部 2008年
☆ ノルウェー王国 ノルウェー科学技術大学 1990年
☆ スウェーデン王国 チャルマース工科大学 2002年

スウェーデン王国 リンシェーピン大学 2009年
英国 バーミンガム大学 化学研究科など 2003年

☆ スイス連邦 スイス連邦工科大学 2010年
アメリカ合衆国 ニューヨーク・シティ大学 エネルギー研究所 2010年 118

 博士後期課程入学を対象とする「特別コース」の設置
 大学推薦文部科学省奨学金に協定校から毎年8名採用

(5年2期2003-2012)

 グローバル30プロジェクトによる国際エネルギー科学コース設置
 三専攻に設置。修士・博士各10名。(2009-13~)

 毎年8月と2月に外国人留学生特別選抜試験

渡日前：受入教員照会、AAO（全学学歴検証）照会、奨学金推薦など実施
渡日後：チューター制度、奨学金紹介、学習奨励費(G30)、授業料免除(G30)

などの支援、留学生対象の見学旅行など実施

渡日前：受入教員照会、AAO（全学学歴検証）照会、奨学金推薦など実施
渡日後：チューター制度、奨学金紹介、学習奨励費(G30)、授業料免除(G30)

などの支援、留学生対象の見学旅行など実施

留学生の受入

119

国際エネルギー科学コースの特徴
• 定員

– 社会・環境、基礎、変換専攻あわせて修士、博士それぞれ10名
• アドミッションの国際化

– 渡日前入学許可、応募書類による大学院入学者選抜、検定料1万円

• カリキュラム

– 英語のみで修士・博士学位取得可能、英語講義科目の充実。

– 外国人教員を2名採用

• 私費留学生への経済支援

– 初年度授業料全額免除、学習奨励費月額65000円支給

– 国内採用の公的奨学金取得への配慮

• 広報活動

– 日本留学フェアへの参加・資料送付（タイ、マレーシア、中国、イギリス、スイス
、ベトナム、ウクライナ、ドイツなどに参加）

– パンフレット、各国語紹介フライヤー、ウェブなど

• 学生対応

– 英語で対応可能な特定職員による英語による事務対応

留学生の受入
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留学生の受入

応募者数と入学者数

英語によるエネルギー科学国際プログラム(博士後期課程)

国際エネルギー科学コース（IESC）コース （修士・博士課程）

121

米国：1(0)

メキシコ：5(1)

南アフリカ：5(0)

マダガスカル：4(0)

エジプト：17(2)

チュニジア：4(0)

ドイツ：7(2)

ノルウェイ：1(0)

インド：20(1)

バングラデシュ：7(1)

中国：175(15)

韓国：128(18)

ベトナム：19(4)

インドネシア：27(4)

総計：571  (66[16%])
博士課程： 422 (49) 
修士課程他： 149 (17)

留学生の受入実績(H24)
イギリス：1(1)

ヨルダン：2(0)

マレーシア：27(2)

エクアドル：4(1)

台湾：5(2)

タイ：75(6)

ブルネイ：2(1)

カンボジア：3(0)

フィリピン：2(1)

在籍数・年（現員）

カナダ：1(1) スウェーデン：1(0)

ベルギー：1(0)

パキスタン：4(1)

イタリア：1(1)

フランス：11(1)

留学生数の推移
10年で3倍

オーストリア：７(0)

ブルガリア：1(0)

留学生の受入

122

国際化の変遷
• 国費奨学金によりフルサポートの学生優先配置（特別
コース）

• 私費留学生が入りやすい環境整備（グローバル３０英
語コース）

• 日本人学生の留学支援（世界展開力強化事業）

• 組織的国際共同研究（京大全学事業）

– 全学シンポジウム；ブリストル大学、ETH、国立シン

ガポール大学他

将来計画

123

体感体感

 サマースクール（2週間）
派遣：H24タイ（15名）、H25インドネシア、H26ラオス、

H27ベトナム、H28マレーシア(20名）
受入：京都（H24 15名, H25〜 20名）

学部学部

協働コースワーク例

共
通
科
目

人間の安全保障開発概論*
東南アジア地域開発論*
エネルギーと持続可能社会
熱帯林環境学特論
環境・感染論 等
（*必須科目）

専
門
科
目

エネルギー変換工学
エネルギー効率学
作物生産生態論
持続的農業論
感染症疫学
環境衛生学 等

挑み・共鳴し・創造する国際人挑み・共鳴し・創造する国際人 国際的企業 官公庁 大学 国際機関

「人間の安全保障」開発協働コースワーク
「人間の安全保障」開発協働研究指導

「人間の安全保障」開発協働コースワーク
「人間の安全保障」開発協働研究指導

創造創造

学修学修

修士修士

 ２年課程ダブルディグリー
 短期交流プログラム

 ３年課程ダブルメジャー型ダブルディグリー
 短期交流プログラム

 共同指導型シングルディグリー

大学の世界展開力強化事業（２０１２−１７）
「人間の安全保障」開発を目指した

日アセアン双方向人材育成プログラムの構築

将来計画

アセアン大学連合(AUN)：26大学

京都大学：農学研究科、エネルギー科
学研究科、アジア・アフリカ地域研究研
究科、医学研究科、エネルギー理工学
研究所、東南アジア研究所

124

1年目

ダブルディグリー

(京大生)

ダブルメジャー型ダブルディグリー 3年または2年で2つの修士学位を取得
（チュラロンコン、マラヤ、バンドン工科、ガジャマダ、国立シンガポール大学)

ダブルメジャー型ダブルディグリー 3年または2年で2つの修士学位を取得
（チュラロンコン、マラヤ、バンドン工科、ガジャマダ、国立シンガポール大学)

(AUN学生)

短期交流
（研究テーマⅡの

打ち合わせ）

ITB, UGM, 
UM, CU

修士研究Ⅰ
（感染症 KU）

修士研究Ⅰ
（感染症 KU）

修士研究 Ⅱ
（食料 AUN）

修士研究 Ⅱ
（食料 AUN）

2年目 3年目

AUN

ダブルディグリー課程の例

125

KU

AUN

短期交流
（研究テーマⅡの

打ち合わせ）

KU

修士研究Ⅰ
（食料 AUN）

修士研究Ⅰ
（食料 AUN）

修士研究 Ⅱ
（エネルギーKU)

修士研究 Ⅱ
（エネルギーKU)

コースワーク

コースワーク

経口感染症
に興味

経口感染症
に興味

バイオエネ
ルギーに興

味

バイオエネ
ルギーに興

味

(4月入学)

(8月入学)

(3月)

(7月)

学位
•感染症分野
•食料分野

学位
•感染症分野
•食料分野

学位
•エネルギー分野
•食料分野

学位
•エネルギー分野
•食料分野

将来計画

国際エネルギーコースが主体、2014入学より実施整備中

財政

前財政委員長：平藤
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予算額（大学運営費（物件費））の推移

区 分 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

大学運営費（物件費） 212 208 221 195 184 162 

教 育 経 費 61 68 93 78 79 63 

研 究 経 費 116 100 100 85 89 84 

一 般 管 理 費 35 40 28 32 16 15 

（単位：百万円）

127

大学運営費（物件費）配分の流れ

・ 競争的資金等に措置される間接経費３０％については、

半分の１５％が全学経費として活用され、残りの１５％が部局に

配分される。

・ 寄附金については、２％が控除され、全学経費として活用される。

文部科学省→

京都大学 への配当

本部、他部局運営費

京大本部→

エネルギー科学研究

科への配当

研究科共通経費

本部、他部局運営費

22 分野へ配分

(専攻共通経費等に
ついては専攻にて
決定）

➢ 全学経費

128

科学研究費補助金受け入れ額の推移 （単位：千円）

受託研究費等外部資金受け入れ実績 （単位：千円）

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

科学研究費補助金 107,328 197,656 132,877 105,797 142,730 146,774 

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

受託研究 97,734 15,090 7,031 188,115 269,641 312,072 

共同研究 113,391 28,189 78,904 55,288 71,660 63,778 

寄附金 17,520 17,400 26,470 29,790 22,680 16,330 

計 228,645 60,679 112,405 273,193 363,981 392,180 

外部資金の受け入れ

129

◆グローバルＣＯＥプログラム（間接経費を除く）

地球温暖化時代のエネルギー科学拠点

平成20年度：268,600千円、平成21年度：249,800千円、
平成22年度：249,800千円、平成23年度：202,721千円、
平成24年度：208,294千円

◆国際化拠点整備事業（Ｇ３０）
平成21年度： 18,864千円、平成22年度： 18,461千円、

平成23年度： 24,940千円、平成24年度： 25,780千円
（補助金＋「京都大学重点事業実施計画」）

◆教育研究高度化のための支援体制整備事業
平成21年度： 44,762千円

教育プロジェクトの経費

130

主な使用経費の推移

５４８百万円

７３９百万円

７５１百万円

７９７百万円

８７７百万円

８８７百万円

131

研究科共通経費について

• 研究科における教育研究、入試、広報、基盤整
備などの経常的な運営経費に加え、当該年度に
必要となる経費に支出。

• 本経費の財源には、大学運営費の他に、科学研
究費補助金、受託研究費などの競争的研究資
金の３％を充当し、また、大学運営費が減少して
いくなか、外部資金などの間接経費を活用する
などの工夫を行っている。

132

84

127

129

131

128

130

132



施設・建物

将来構想委員長：前川

133

経過（H19-24）
H19年度： 宇治エネ理工建物耐震工事（3年計画）開始

この間4分野（社会環境２、基礎１、応用１）が順次本部地区に移転

H21年度： 工学部1号館西棟の耐震改修工事（４月開始９月竣工）上記3分野が入居

工学部6号館東棟の耐震改修工事（10月開始3月竣工）

H22年度： 講義室・会議室予約システムの運用開始

H23年度： 工学部8号館の耐震改修工事 （年度末竣工）

H24年度： 工学部11号館の耐震改修工事（全館をエネルギー科学研究科へ配置）が決定

集約が進展

H19年度初頭 本部地区 １６分野 宇治地区 6分野

H24年度末 本部地区 ２０分野 宇治地区 ２分野

今後の予定

H25年度 工学１１号館耐震工事（９月竣工予定）

工学部１号館北棟耐震工事（１０月開始予定）

工学部６号館未壊部取り壊し
134

平成26年度末の配置予想図

時計台

正門 135

社会との連携、情報発信

広報委員長：石山

136

社会との連携，情報発信

• 公開講座の開催
（年1回）

• 高大連携
対象 膳所高校ほか

• 産学連携シンポジウム
（年1回：GCOE主催） 対象 企業

社会との連携

137

情報発信

ホームページによる情報発信

・研究科について
理念，概要，組織，マップ
パンフレット

・専攻紹介
専攻，センター，図書室

・教育研究活動
研究内容（エネルギー科学研究，エネルギー

科学広報），国際交流，自己点検・外部評価

・入試案内
・カリキュラム

社会との連携，情報発信
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刊行物（冊子体）

・研究科パンフレット
（和文、英文： 受験生，一般向け）

・エネルギー科学広報 （記録）他

・入学案内（入試要項）
IESC募集案内（英文）

他

社会との連携，情報発信

情報発信

139

「データベースが不完全である．研究業績
がない年度，研究室がある」

アンケートの実施

・ホームページによる情報発
信の方法・内容（H24年度）

・公開講座の実施方法・内容
（毎年）

常に新しい情報を発信する体
制，方法について検討中

社会との連携，情報発信

改善のための活動（広報）

140

自己点検・評価活動
教育基盤整備

前基盤整備委員長：星出

141

 自己点検・評価委員会 年数回開催 (平成16年度～）
自己点検・評価報告書の発行（各年度毎： HP上でも公開）

年度毎の重点的取組み、組織と施設、教育活動、研究
活動、社会への貢献、目標達成度の評価と将来展望、
アンケート等

142

 エネルギー科学研究(HP上で公開)
A.研究現状(テーマ)、B.研究発表、C.総説、D.著書

 エネルギー科学広報の発行（ HP上でも公開）

招聘外国人学者、受託研究、共同研究、科学研究費補
助金、特別講演、入学状況、修了状況、博士学位授与、
国際会議・国内会議開催、栄誉表彰、人事異動等

143

 教育・研究基盤
 講義室・演習室・会議室に天吊りプロジェクタな

どの設置
 演習室・会議室のWEB上での予約システム
 京都大学教務情報システム（KULASIS）の全面

導入
 図書室の整備（学生用図書・資料の拡充：毎年

予算配分し購入、所蔵図書データの整備完了）

144

86

139

141

143

140

142

144



平成 25年 10 月


